
                １－１

議題１（委員会決裁事項（規則第３条第６号）） 

知事からの意見聴取に対する回答の承認について 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29 条の規定により知事から意見を求められ

た平成25年９月定例府議会に提出された次の議案（平成25年12月追加提出分）について、 

本来であれば、教育委員会の議決により意見を決定すべきものである。 

しかし、知事への回答期限が短く、教育委員会会議を開催するいとまがなかったことから、

各教育委員に個別に内諾を得た上で、大阪府教育委員会事務決裁規則第５条に基づき教育長

が代決により異議がない旨を回答した。 

この代決を、大阪府教育委員会事務決裁規則第７条第２項に基づき承認する。 

平成25年12月17日 

大阪府教育委員会       

○事件議決案

１ 工事請負契約締結の件（大阪府立中河内・南河内地域支援学校（仮称）増築その他工

事）

２ 工事請負契約締結の件（大阪府立中河内・南河内地域支援学校（仮称）増築その他機

械設備工事）

○条例案 

 １ 政治的中立性を確保するための組織的活動の制限に関する条例制定の件 

 ２ 労使関係における職員団体等との交渉等に関する条例制定の件 

 ３ 職員の政治的行為の制限に関する条例制定の件 

 ４ 職員の給与に関する条例一部改正の件 

 ５ 職員の退職管理に関する条例及び職員基本条例一部改正の件 

 ６ 大阪府立学校条例一部改正の件 

＜参考＞ 

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

（教育委員会の意見聴取） 

第２９条 地方公共団体の長は、歳入歳出予算のうち教育に関する事務に係る部分その

他特に教育に関する事務について定める議会の議決を経るべき事件の議案を作成する

場合においては、教育委員会の意見をきかなければならない。 
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○大阪府教育委員会事務決裁規則 

（事務の専決及び代決） 

第５条 第３条各号に規定する事項について緊急やむを得ないときは、教育長がその事

項を代決することができる。 

（専決した事項等の報告） 

第７条  （略） 

 ２ 第５条の規定により教育長が代決したときは、速やかに委員会の会議において報

告し、その承認を受けるものとする。 



１－３

○事件議決案 

件     名 概          要

１

工事請負契約締結の件

（大阪府立中河内・南河内

地域支援学校（仮称）増築

その他工事）

大阪府立中河内・南河内地域支援学校（仮称）増築その他

工事請負契約

契約金額１５億６７５万円

請 負 者 株式会社ＮＩＰＰＯ

２

工事請負契約締結の件

（大阪府立中河内・南河内

地域支援学校（仮称）増築

その他機械設備工事）

大阪府立中河内・南河内地域支援学校（仮称）増築その他

機械設備工事請負契約

契約金額５億４，９１５万円

請 負 者 日比谷総合設備株式会社

○条例案

件     名 概          要

１

政治的中立性を確保する

ための組織的活動の制限

に関する条例制定の件

知事、副知事その他職員が政治的行為であると疑われる

おそれのある行為を職務として行うことを制限することに

より、公務の政治的中立性を確保し、もって府政に対する

府民の信頼の向上に資するため、必要な事項を定める。

施行日：平成２６年４月１日

２

労使関係における職員団

体等との交渉等に関する

条例制定の件

適正かつ健全な労使関係の維持及び向上を図り、もって

公務の能率の増進及び府政に対する府民の信頼の向上に資

するため、府と職員団体等との交渉等に関し必要な事項を

定める。

施行日：平成２６年４月１日

３

職員の政治的行為の制限

に関する条例制定の件

職員の政治的中立性を保障することにより、府の行政の

公正な運営を確保し、府政に対する府民の信頼の向上に資

するため、職員に対して制限する政治的行為その他必要な

事項を定める。

施行日：平成２６年４月１日

４

職員の給与に関する条例

一部改正の件

大規模災害からの復興に関する法律の制定に伴い、大規

模災害による被害を受けて復興計画の作成等を行うために

本府の要請に応じて派遣された職員に対して災害派遣手当

を支給するため、所要の改正を行う。

施行日：公布の日

５

職員の退職管理に関する

条例及び職員基本条例一

部改正の件

再就職規制等について、公務の公正性と透明性をより一

層確保するため、所要の改正を行う。

施行日：平成２６年４月１日

６

大阪府立学校条例一部改

正の件

府立支援学校施設整備基本方針等に基づき、府立泉南支

援学校及び府立すながわ高等支援学校を設置するととも

に、府立佐野支援学校砂川校を廃止する。

施行日：平成２６年１月１日ほか





大阪府立中河内・南河内地域支援学校（仮称）増築その

他工事                                  

１工事場所    羽曳野市西浦二丁目

２主要用途    学校（特別支援学校） 

３構造      増築校舎   鉄筋コンクリート造 

         既存校舎   鉄筋コンクリート造 

         既存体育館  鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 

         プール付属棟 鉄筋コンクリート造 

４階数      増築校舎   地上２階 

         既存校舎   地上４階 

         既存体育館  地上３階 

         プール付属棟 平屋建 

５敷地面積    ３１,３１５．０９㎡ 

６建築面積    【増築・新築】面積  ２,５５５．８８㎡ 

         【改修・移築】面積  ５,０８６．３４㎡ 

           合    計   ７,６４２．２２㎡ 

７延床面積    【増築・新築】面積  ４,０１５．８７㎡ 

         【改修・移築】面積  １４,３８１．６２㎡ 

           合    計   １８,３９７．４９㎡ 

【予 定 価 格】 1,548,000,000 円（消費税及び地方消費税相当額を除く） 

【契 約 金 額】 1,506,750,000 円（消費税及び地方消費税相当額を含む） 

【完成予定年月日】 平成 27 年 2 月 20 日予定

【請 負 者】 

大阪市中央区船越町 2-4-12 

株式会社 ＮＩＰＰＯ 関西支店 

執行役員支店長 小迫 一博 
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大阪府立中河内・南河内地域支援学校（仮称）増築その

他機械設備工事                                  

１工事場所    羽曳野市西浦二丁目

２主要用途    学校（特別支援学校） 

３構造      増築校舎   鉄筋コンクリート造 

         既存校舎   鉄筋コンクリート造 

         既存体育館  鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 

         プール付属棟 鉄筋コンクリート造 

４階数      増築校舎   地上２階 

         既存校舎   地上４階 

         既存体育館  地上３階 

         プール付属棟 平屋建 

５敷地面積    ３１,３１５．０９㎡ 

６建築面積    【増築・新築】面積  ２,５５５．８８㎡ 

         【改修・移築】面積  ５,０８６．３４㎡ 

           合    計   ７,６４２．２２㎡ 

７延床面積    【増築・新築】面積  ４,０１５．８７㎡ 

         【改修・移築】面積  １４,３８１．６２㎡ 

           合    計   １８,３９７．４９㎡ 

【予 定 価 格】 599,400,000 円（消費税及び地方消費税相当額を除く） 

【契 約 金 額】 549,150,000 円（消費税及び地方消費税相当額を含む） 

【完成予定年月日】 平成 27 年 2 月 20 日予定

【請 負 者】 

大阪市中央区博労町 2-1-13 アーバンネット本町ビル 

日比谷設備 株式会社 大阪支店 

取締役執行役員支店長 小迫 一博 
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政治的中立性を確保するための組織的活動の制限に関する条例（概要） 

政策企画部秘書課

■制定の理由 

 ・本府が行政運営において組織的に政治的活動を行っているとの疑いを府民に与えることがないようにするため、知事、副知事その他職員が政治的行

為であると疑われるおそれのある行為を職務として行うことを制限することにより、将来に向けての不適正な行為を防止するとともに、公務の政治

的中立性を確保し、もって府政に対する府民の信頼の向上に資するため本条例を制定するもの。 

■制定の内容 

 ・府知事選挙、任期満了の 90 日前から選挙の日まで、下記の行為を職務として行うこと、また、管理監督下の職員に対して命ずることを制限 

  (1) 政策的な主張に関する広報活動 

  (2) 広報活動における知事等の写真、似顔絵等又は氏名の利用 

(3) 府主催又は共催の集会等への知事の出席 

(4) 広く集会等での知事等の政策的な主張を内容に含む挨拶 

(5) 府主催又は共催の集会等での知事メッセージの再生 

(6) 広く集会等での知事等の政策的な主張を内容に含むメッセージの再生 

違反する行為があった場合は、懲戒処分を適正に行う。 

■施行期日 

 ・平成26年4月1日

■政策アセスメント・制度間調整 

（関連条例） 

  ・職員の政治的行為の制限に関する条例（所管：総務部人事局人事課） 

  ・労使関係における職員団体等との交渉等に関する条例（所管：総務部人事局企画厚生課） 

（参考）平成24年9月定例会において、本条例と同様の条例案が議員提案されており、現在継続審議中である。 
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大
阪
府
条
例
第

号

政
治
的
中
立
性
を
確
保
す
る
た
め
の
組
織
的
活
動
の
制
限
に
関
す
る
条
例

（
目
的
）

第
一
条

こ
の
条
例
は
、
府
が
行
政
運
営
に
お
い
て
組
織
的
に
政
治
的
活
動
を
行
っ
て
い
る
と

の
疑
い
を
府
民
に
与
え
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
、
知
事
、
副
知
事
そ
の
他
職
員
が

政
治
的
行
為
で
あ
る
と
疑
わ
れ
る
お
そ
れ
の
あ
る
行
為
を
職
務
と
し
て
行
う
こ
と
を
制
限
す

る
こ
と
に
よ
り
、
公
務
の
政
治
的
中
立
性
を
確
保
し
、
も
っ
て
府
政
に
対
す
る
府
民
の
信
頼

の
向
上
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。
な
お
、
市
町
村
立
学
校
職
員
給
与
負
担
法
（
昭
和

二
十
三
年
法
律
第
百
三
十
五
号
）
第
一
条
及
び
第
二
条
に
規
定
す
る
職
員
の
う
ち
、
地
方
公

務
員
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
六
十
一
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
三
条
第
二
項

に
規
定
す
る
一
般
職
に
属
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
公
務
の
政
治
的
中
立
性
が
確
保
さ
れ
る

よ
う
適
正
に
対
処
す
る
も
の
と
す
る
。

（
遵
守
事
項
）

第
二
条

次
に
掲
げ
る
者
は
、
公
職
選
挙
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
号
）
第
三
条
に
規
定

す
る
公
職
の
選
挙
に
お
い
て
特
定
の
人
を
支
持
し
、
又
は
こ
れ
に
反
対
す
る
た
め
に
職
務
上

の
組
織
若
し
く
は
権
限
又
は
影
響
力
を
用
い
る
こ
と
等
の
府
民
の
疑
惑
や
不
信
を
招
く
よ
う

な
行
為
を
職
務
と
し
て
行
っ
て
は
な
ら
な
い
。

一

知
事

二

副
知
事

三

特
別
職
の
秘
書
の
職
の
指
定
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
六
年
大
阪
府
条
例
第
四
号
）

第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
秘
書
（
以
下
「
特
別
秘
書
」
と
い
う
。
）

四

職
員
（
府
の
職
員
（
警
察
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
六
十
二
号
）
第
五
十
六
条
第

二
項
に
規
定
す
る
地
方
警
察
職
員
を
除
く
。
）
の
う
ち
、
法
第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
一

般
職
に
属
す
る
職
員
に
限
る
。
以
下
同
じ
。
）

（
活
動
の
制
限
）

第
三
条

知
事
は
、
そ
の
任
期
満
了
の
日
前
九
十
日
に
当
た
る
日
か
ら
当
該
任
期
満
了
に
よ
る

選
挙
の
期
日
ま
で
の
間
（
当
該
任
期
満
了
に
よ
る
選
挙
以
外
の
選
挙
を
行
う
べ
き
事
由
が
生

じ
た
と
き
（
当
該
選
挙
に
つ
い
て
公
職
選
挙
法
第
三
十
四
条
第
四
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る

場
合
に
は
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
最
も

遅
い
事
由
が
生
じ
た
と
き
）
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
旨
を
大
阪
府
選
挙
管
理
委
員
会
が
告
示
し

た
日
の
翌
日
か
ら
当
該
選
挙
の
期
日
ま
で
の
間
。
以
下
「
一
定
期
間
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
、

次
に
掲
げ
る
行
為
を
職
務
と
し
て
行
っ
て
は
な
ら
な
い
。

一

知
事
又
は
知
事
の
職
の
候
補
者
若
し
く
は
当
該
職
の
候
補
者
と
な
ろ
う
と
す
る
者
（
以

下
「
知
事
等
」
と
い
う
。
）
の
政
策
的
な
主
張
に
関
す
る
広
報
活
動
を
す
る
こ
と
。

二

広
報
活
動
に
お
い
て
知
事
等
の
写
真
、
似
顔
絵
そ
の
他
の
図
画
又
は
氏
名
を
用
い
る
こ

と
。

三

府
が
主
催
し
、
又
は
共
催
す
る
集
会
等
（
不
特
定
多
数
の
者
が
参
加
す
る
集
会
、
催
し

そ
の
他
の
行
事
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
出
席
す
る
こ
と
。

四

集
会
等
に
お
い
て
、
知
事
等
の
政
策
的
な
主
張
を
内
容
に
含
む
挨
拶
を
す
る
こ
と
。

五

第
一
号
、
第
二
号
及
び
前
号
に
掲
げ
る
行
為
を
、
副
知
事
、
特
別
秘
書
又
は
職
員
（
以
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下
「
副
知
事
等
」
と
い
う
。
）
に
対
し
、
職
務
と
し
て
行
う
よ
う
命
ず
る
こ
と
。

六

府
が
主
催
し
、
又
は
共
催
す
る
集
会
等
に
お
い
て
、
録
音
さ
れ
、
又
は
録
画
さ
れ
た
知

事
の
挨
拶
の
音
声
又
は
映
像
を
再
生
す
る
こ
と
を
、
副
知
事
等
に
対
し
、
職
務
と
し
て
行

う
よ
う
命
ず
る
こ
と
。

七

集
会
等
に
お
い
て
、
録
音
さ
れ
、
又
は
録
画
さ
れ
た
知
事
等
の
政
策
的
な
主
張
を
内
容

に
含
む
知
事
又
は
副
知
事
等
の
挨
拶
の
音
声
又
は
映
像
を
再
生
す
る
こ
と
を
、
副
知
事
等

に
対
し
、
職
務
と
し
て
行
う
よ
う
命
ず
る
こ
と
。

２

副
知
事
等
は
、
一
定
期
間
に
お
い
て
、
次
に
掲
げ
る
行
為
を
職
務
と
し
て
行
っ
て
は
な
ら

な
い
。

一

前
項
第
一
号
、
第
二
号
及
び
第
四
号
に
掲
げ
る
行
為

二

府
が
主
催
し
、
又
は
共
催
す
る
集
会
等
に
お
い
て
、
録
音
さ
れ
、
又
は
録
画
さ
れ
た
知

事
の
挨
拶
の
音
声
又
は
映
像
を
再
生
す
る
こ
と
。

三

集
会
等
に
お
い
て
、
録
音
さ
れ
、
又
は
録
画
さ
れ
た
知
事
等
の
政
策
的
な
主
張
を
内
容

に
含
む
知
事
又
は
副
知
事
等
の
挨
拶
の
音
声
又
は
映
像
を
再
生
す
る
こ
と
。

四

前
三
号
に
掲
げ
る
行
為
を
、
そ
の
管
理
し
、
又
は
監
督
す
る
職
員
に
対
し
、
職
務
と
し

て
行
う
よ
う
命
ず
る
こ
と
。

（
懲
戒
）

第
四
条

任
命
権
者
は
、
職
員
が
前
条
第
二
項
の
規
定
に
違
反
す
る
行
為
を
行
っ
た
場
合
は
、

法
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ
り
、
懲
戒
処
分
を
適
正
に
行
う
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お

い
て
は
、
当
該
職
員
の
し
た
行
為
の
ほ
か
、
そ
の
職
責
、
他
の
職
員
又
は
社
会
に
与
え
る
影

響
等
を
総
合
的
に
考
慮
す
る
も
の
と
す
る
。

附

則

こ
の
条
例
は
、
平
成
二
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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労使関係における職員団体等との交渉等に関する条例（概要） 

総務部人事局企画厚生課 

■制定の理由 

  府と職員団体等との交渉等に関し、将来に向けて不適正な行為を未然に防止する観点から、適正かつ健全な労使関係の維持及び向上を図るため、本

条例を制定するもの。 

■制定の内容 

 （１）交渉事項等の明確化 

   職員団体等との交渉の対象となる事項（交渉事項）及び職員団体等との交渉の対象とすることができない事項（管理運営事項）を明確化する。 

 （２）交渉内容等の公表 

   職員団体等との交渉に当たり、事前に議題等を公表するとともに、交渉後に交渉の内容を公表するものとする。 

 （３）便宜供与の原則禁止 

   府が職員団体等の組合活動に関して便宜を供与することを原則として禁止する。 

 （４）その他 

   その他職員団体等との交渉に関して必要な事項を定める。 

■施行期日   

平成 26 年４月１日 

  （理由：職員団体等への周知期間） 

■政策アセスメント・制度間調整 

教育委員会及び人事委員会と調整済み。 

１
－
１
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大
阪
府
条
例
第

号

労
使
関
係
に
お
け
る
職
員
団
体
等
と
の
交
渉
等
に
関
す
る
条
例

（
目
的
）

第
一
条

こ
の
条
例
は
、
府
と
職
員
団
体
等
と
の
交
渉
等
に
関
し
必
要
な
事
項
を
定
め
る
こ
と

に
よ
り
、
適
正
か
つ
健
全
な
労
使
関
係
の
維
持
及
び
向
上
を
図
り
、
も
っ
て
公
務
の
能
率
の

増
進
及
び
府
政
に
対
す
る
府
民
の
信
頼
の
向
上
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

（
定
義
）

第
二
条

こ
の
条
例
に
お
い
て
「
職
員
団
体
等
」
と
は
、
地
方
公
務
員
法
（
昭
和
二
十
五
年
法

律
第
二
百
六
十
一
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
五
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
団
体

（
以
下
「
職
員
団
体
」
と
い
う
。
）
及
び
地
方
公
営
企
業
等
の
労
働
関
係
に
関
す
る
法
律
（
昭

和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
八
十
九
号
）
附
則
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
五
条
第
二

項
に
規
定
す
る
労
働
組
合
（
以
下
「
労
働
組
合
」
と
い
う
。
）
並
び
に
職
員
団
体
と
労
働
組
合

の
連
合
体
で
あ
っ
て
、
職
員
（
府
の
職
員
（
警
察
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
六
十
二
号
）

第
五
十
六
条
第
二
項
に
規
定
す
る
地
方
警
察
職
員
を
除
く
。
）
又
は
市
町
村
立
学
校
職
員
給
与

負
担
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
十
五
号
）
第
一
条
及
び
第
二
条
に
規
定
す
る
職
員
を

い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
そ
の
構
成
員
に
含
む
も
の
を
い
う
。

（
交
渉
事
項
）

第
三
条

府
と
職
員
団
体
等
と
の
交
渉
の
対
象
と
な
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

給
料
そ
の
他
の
給
与
、
勤
務
時
間
、
休
憩
、
休
日
及
び
休
暇
に
関
す
る
事
項

二

分
限
及
び
懲
戒
の
処
分
、
昇
任
、
降
任
（
分
限
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
並
び
に
転
任
の

基
準
に
関
す
る
事
項

三

職
員
の
安
全
、
衛
生
及
び
災
害
補
償
に
関
す
る
事
項

四

前
三
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
勤
務
条
件
に
関
す
る
事
項
及
び
こ
れ
に
附
帯
す
る
社

交
的
又
は
厚
生
的
活
動
を
含
む
適
法
な
活
動
に
係
る
事
項

五

交
渉
の
手
続
そ
の
他
府
と
職
員
団
体
等
と
の
交
渉
に
当
た
り
必
要
な
事
項

（
管
理
運
営
事
項
）

第
四
条

府
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
（
以
下
「
管
理
運
営
事
項
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
、
職
員

団
体
等
と
交
渉
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
行
為
を
行
っ
て
は
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
職
員
団
体

等
と
の
交
渉
に
お
い
て
必
要
な
範
囲
内
で
管
理
運
営
事
項
（
第
八
号
に
掲
げ
る
事
項
を
除

く
。
）
に
つ
い
て
説
明
を
行
う
こ
と
を
妨
げ
な
い
。

一

条
例
の
企
画
、
立
案
及
び
提
案
に
関
す
る
事
項

二

施
策
の
企
画
、
立
案
及
び
執
行
に
関
す
る
事
項

三

職
務
命
令
に
関
す
る
事
項

四

不
服
申
立
て
及
び
訴
訟
に
関
す
る
事
項

五

府
の
組
織
に
関
す
る
事
項

六

職
制
の
制
定
及
び
改
廃
に
関
す
る
事
項

七

職
員
の
定
数
及
び
配
置
に
関
す
る
事
項

八

分
限
及
び
懲
戒
の
処
分
、
採
用
、
退
職
、
昇
任
、
降
任
（
分
限
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
、

転
任
そ
の
他
の
任
命
権
の
行
使
に
関
す
る
事
項

九

勤
務
成
績
の
評
定
に
係
る
制
度
の
企
画
、
立
案
及
び
実
施
に
関
す
る
事
項

１
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十

予
算
の
編
成
に
関
す
る
事
項

十
一

府
税
、
使
用
料
、
手
数
料
そ
の
他
の
債
権
の
賦
課
徴
収
又
は
回
収
若
し
く
は
整
理
に

関
す
る
事
項

十
二

財
産
の
取
得
、
管
理
若
し
く
は
処
分
又
は
施
設
の
設
置
、
管
理
若
し
く
は
廃
止
に
関

す
る
事
項

十
三

法
第
五
十
二
条
第
三
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
管
理
職
員
等
の
範
囲
の
決
定
に
関
す

る
事
項

十
四

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
府
の
機
関
が
そ
の
職
務
権
限
に
基
づ
い
て
行
う
事

務
の
処
理
に
関
す
る
事
項

（
交
渉
議
題
等
の
取
決
め
）

第
五
条

府
と
職
員
団
体
等
と
の
交
渉
に
当
た
っ
て
は
、
議
題
、
時
間
、
場
所
そ
の
他
必
要
な

事
項
を
あ
ら
か
じ
め
取
り
決
め
て
行
う
も
の
と
す
る
。

２

前
項
の
場
所
は
、
効
率
的
に
交
渉
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
場
所
と
す
る
も
の
と
す
る
。

（
交
渉
内
容
の
公
表
等
）

第
六
条

府
は
、
職
員
団
体
等
と
交
渉
（
当
該
交
渉
の
対
象
と
な
る
事
項
に
関
す
る
事
前
の
調

整
に
当
た
る
も
の
と
し
て
規
則
で
定
め
る
交
渉
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て

同
じ
。
）
を
行
う
場
合
は
、
原
則
と
し
て
交
渉
の
日
の
二
日
前
ま
で
に
、
議
題
、
日
時
及
び
場

所
を
公
表
す
る
も
の
と
す
る
。

２

府
と
職
員
団
体
等
と
の
交
渉
は
、
放
送
機
関
、
新
聞
社
、
通
信
社
そ
の
他
の
報
道
機
関
（
報

道
を
業
と
し
て
行
う
個
人
を
含
む
。
）
に
対
し
公
開
す
る
も
の
と
す
る
。

３

府
は
、
職
員
団
体
等
と
交
渉
（
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
交
渉
に
必
要
な
事
項
を
取
り

決
め
る
た
め
に
行
う
協
議
等
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
行
っ
た

と
き
は
、
速
や
か
に
、
当
該
交
渉
の
内
容
を
公
表
す
る
も
の
と
す
る
。

４

府
は
、
交
渉
に
当
た
り
任
命
権
者
又
は
市
町
村
教
育
委
員
会
が
法
律
又
は
条
例
の
規
定
に

よ
り
職
務
に
専
念
す
る
義
務
を
免
除
し
た
回
数
及
び
時
間
を
、
毎
年
、
公
表
す
る
も
の
と
す

る
。

（
便
宜
供
与
）

第
七
条

府
は
、
職
員
団
体
等
の
組
合
活
動
に
関
す
る
便
宜
の
供
与
を
原
則
と
し
て
行
わ
な
い

も
の
と
す
る
。

（
適
正
か
つ
健
全
な
労
使
関
係
の
維
持
及
び
向
上
）

第
八
条

府
は
、
適
正
か
つ
健
全
な
労
使
関
係
の
維
持
及
び
向
上
に
努
め
、
そ
の
た
め
の
適
切

な
措
置
を
必
要
に
応
じ
て
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
書
類
等
の
提
出
）

第
九
条

人
事
委
員
会
は
、
法
第
五
十
三
条
第
一
項
の
登
録
を
受
け
た
職
員
団
体
が
引
き
続
き

当
該
登
録
の
要
件
に
適
合
し
て
い
る
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
た
め
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
限

度
に
お
い
て
、
法
第
八
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
、
職
員
団
体
に
対
し
て
関
係
書
類
又
は
そ

の
写
し
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
懲
戒
）

第
十
条

任
命
権
者
は
、
職
員
が
こ
の
条
例
の
規
定
に
違
反
す
る
行
為
を
行
っ
た
場
合
は
、
法

第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ
り
、
懲
戒
処
分
を
適
正
に
行
う
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い

１
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て
は
、
当
該
職
員
の
し
た
行
為
の
ほ
か
、
そ
の
職
責
、
他
の
職
員
又
は
社
会
に
与
え
る
影
響

等
を
総
合
的
に
考
慮
す
る
も
の
と
す
る
。

（
規
則
へ
の
委
任
）

第
十
一
条

こ
の
条
例
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
条
例
（
第
九
条
を
除
く
。
）
の
施
行
に
関

し
必
要
な
事
項
は
、
規
則
で
定
め
る
。

附

則

こ
の
条
例
は
、
平
成
二
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

１
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職員の政治的行為の制限に関する条例（概要） 

総務部人事局人事課 

■制定の理由 

  将来に向けての問題事案の発生の未然防止の観点から、地方公務員法（以下「法」という。）第３６条第２項第５号の規定に基づき、職員に対して制

限する政治的行為その他必要な事項を定め、職員の政治的中立性を保障することにより、府の行政の公正な運営を確保し、府政に対する府民の信頼の

向上に資することを目的として条例を制定するもの。 

■制定の内容 

 （１）制限する特定の政治的行為の明確化 

法第三十六条第二項第五号の規定に基づき、職員が禁止または制限される政治的行為を定める。 

 （２）その他 

   職員の政治的行為の制限に関してその他必要な事項を定める。 

■施行期日   

平成 26 年４月１日（理由：職員等への周知期間が必要であるため。） 

■政策アセスメント・制度間調整 

教育委員会及び人事委員会と調整済み。 

（教育委員会）H25.11.27 に地教行法第 29条による意見聴取を実施予定 

（人事委員会）各委員に情報提供済 
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大
阪
府
条
例
第

号

職
員
の
政
治
的
行
為
の
制
限
に
関
す
る
条
例

（
目
的
）

第
一
条

こ
の
条
例
は
、
職
員
（
府
の
職
員
（
警
察
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
六
十
二
号
）

第
五
十
六
条
第
二
項
に
規
定
す
る
地
方
警
察
職
員
を
除
く
。
）
の
う
ち
地
方
公
務
員
法
（
昭

和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
六
十
一
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
三
十
六
条
の
規
定
の
適

用
を
受
け
る
職
員
に
限
る
。
こ
の
条
後
段
を
除
き
、
以
下
同
じ
。
）
に
対
し
て
制
限
す
る
政

治
的
行
為
そ
の
他
必
要
な
事
項
を
定
め
、
職
員
の
政
治
的
中
立
性
を
保
障
す
る
こ
と
に
よ
り
、

府
の
行
政
の
公
正
な
運
営
を
確
保
し
、
府
政
に
対
す
る
府
民
の
信
頼
の
向
上
に
資
す
る
こ
と

を
目
的
と
す
る
。
な
お
、
府
立
学
校
の
職
員
（
教
育
公
務
員
特
例
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律

第
一
号
）
第
十
八
条
第
一
項
（
教
育
公
務
員
特
例
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
四
年
政
令
第
六
号
）

第
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
職
員
に
限

る
。
）
並
び
に
市
町
村
立
学
校
職
員
給
与
負
担
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
十
五
号
）

第
一
条
及
び
第
二
条
に
規
定
す
る
職
員
の
う
ち
法
第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
一
般
職
に

属
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
関
係
法
令
等
の
規
定
に
基
づ
き
、
適
正
に
対
処
す
る
も
の
と
す

る
。

（
政
治
的
行
為
の
定
義
）

第
二
条

法
第
三
十
六
条
第
二
項
第
五
号
の
条
例
で
定
め
る
政
治
的
行
為
は
、
次
に
掲
げ
る
政

治
的
行
為
と
す
る
。

一

政
治
的
目
的
の
た
め
に
職
名
、
職
権
そ
の
他
公
私
の
影
響
力
を
利
用
す
る
こ
と
。

二

政
治
的
目
的
を
も
っ
て
、
賦
課
金
、
寄
附
金
、
会
費
そ
の
他
の
金
品
を
職
員
に
与
え
、

又
は
支
払
う
こ
と
。

三

政
党
そ
の
他
の
政
治
的
団
体
の
機
関
紙
で
あ
る
新
聞
そ
の
他
の
刊
行
物
を
発
行
し
、
編

集
し
、
若
し
く
は
配
布
し
、
又
は
こ
れ
ら
の
行
為
を
援
助
す
る
こ
と
。

四

政
治
的
目
的
を
も
っ
て
、
多
数
の
人
の
行
進
そ
の
他
の
示
威
運
動
を
企
画
し
、
組
織
し
、

若
し
く
は
指
導
し
、
又
は
こ
れ
ら
の
行
為
を
援
助
す
る
こ
と
。

五

集
会
そ
の
他
多
数
の
人
に
接
し
得
る
場
所
で
、
又
は
拡
声
機
、
ラ
ジ
オ
そ
の
他
の
手
段

を
利
用
し
て
、
公
に
政
治
的
目
的
を
有
す
る
意
見
を
述
べ
る
こ
と
。

六

政
治
的
目
的
を
有
す
る
署
名
若
し
く
は
無
署
名
の
文
書
、
図
画
、
音
盤
若
し
く
は
形
象

を
発
行
し
、
回
覧
に
供
し
、
掲
示
し
、
配
布
し
、
若
し
く
は
多
数
の
人
に
対
し
て
朗
読
し
、

若
し
く
は
聴
取
さ
せ
、
又
は
こ
れ
ら
の
用
に
供
す
る
た
め
に
著
作
し
、
若
し
く
は
編
集
す

る
こ
と
。

七

政
治
的
目
的
を
有
す
る
演
劇
を
演
出
し
、
若
し
く
は
主
宰
し
、
又
は
こ
れ
ら
の
行
為
を

援
助
す
る
こ
と
。

八

政
治
的
目
的
を
も
っ
て
、
政
治
上
の
主
義
主
張
又
は
政
党
そ
の
他
の
政
治
的
団
体
の
表

示
に
用
い
ら
れ
る
旗
、
腕
章
、
記
章
、
襟
章
、
服
飾
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の
を
製

作
し
、
又
は
配
布
す
る
こ
と
。

九

政
治
的
目
的
を
も
っ
て
、
勤
務
時
間
中
に
お
い
て
、
前
号
に
規
定
す
る
も
の
を
着
用
し
、

又
は
表
示
す
る
こ
と
。

十

い
か
な
る
名
称
又
は
形
式
に
よ
る
か
を
問
わ
ず
、
前
各
号
の
禁
止
又
は
制
限
を
免
れ
る

１
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行
為
を
す
る
こ
と
。

（
府
の
区
域
外
か
ら
行
う
政
治
的
行
為
）

第
三
条

職
員
が
電
話
を
か
け
、
又
は
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
装
置
を
用
い
て
送
信
す
る
方
法
そ
の
他

の
方
法
に
よ
り
府
の
区
域
外
か
ら
府
の
区
域
内
に
宛
て
て
行
っ
た
法
第
三
十
六
条
第
二
項
第

一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
及
び
前
条
各
号
に
掲
げ
る
政
治
的
行
為
は
、
府
の
区
域
内
に
お
い
て

行
わ
れ
た
も
の
と
す
る
。

（
懲
戒
）

第
四
条

任
命
権
者
は
、
職
員
が
法
第
三
十
六
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定
に
違
反
し

て
政
治
的
行
為
を
行
っ
た
場
合
又
は
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
行
為
を
行
っ
た
場
合
は
、
法

第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ
り
、
懲
戒
処
分
を
適
正
に
行
う
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い

て
は
、
当
該
職
員
の
し
た
行
為
の
ほ
か
、
そ
の
職
責
、
他
の
職
員
又
は
社
会
に
与
え
る
影
響

等
を
総
合
的
に
考
慮
す
る
も
の
と
す
る
。

（
委
任
）

第
五
条

こ
の
条
例
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
条
例
の
施
行
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
人

事
委
員
会
が
定
め
る
。

附

則

こ
の
条
例
は
、
平
成
二
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

１
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職員の給与に関する条例の改正（概要） 

総務部人事局企画厚生課 

■改正の理由 

 ・大規模災害からの復興に関する法律（平成25年法律第55号）の施行に伴い、災害派遣手当に関し、所要の改正を行う。 

■改正の内容 

・大規模災害からの復興に関する法律の施行に伴い、大規模災害による被害を受けて復興計画を作成等する際に、本府の要請に応じて各関係機関から

派遣される職員に対し、災害派遣手当を支給できるよう職員の給与に関する条例第20条第1項の改正を行う。 

■施行期日   

 ・公布の日から施行する。 

 （理由）大規模災害からの復興に関する法律がすでに施行（平成25年8月20日）されていることから、速やかに施行させる必要があるため。 

■政策アセスメント・制度間調整   

・なし １
－
１
８



大
阪
府
条
例
第

号

職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
四
十
年
大
阪
府
条
例
第
三
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ

う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示

す
よ
う
に
改
正
す
る
。

附

則

こ
の
条
例
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

改
正
後

改
正
前

（
災
害
派
遣
手
当
）

第
二
十
条

災
害
派
遣
手
当
は
、
災
害
対
策
基
本
法
（
昭

和
三
十
六
年
法
律
第
二
百
二
十
三
号
）
第
三
十
二
条
第

一
項
（
武
力
攻
撃
事
態
等
に
お
け
る
国
民
の
保
護
の
た

め
の
措
置
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
六
年
法
律
第
百
十

二
号
）
第
百
五
十
四
条
及
び
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等

対
策
特
別
措
置
法
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
三
十
一

号
）
第
四
十
四
条
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。
）
及
び
大
規
模
災
害
か
ら
の
復
興
に
関
す

る
法
律
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
五
十
五
号
）
第
五
十

六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
職
員
で
、
住
所
又
は
居
所
を

離
れ
て
府
の
区
域
内
に
滞
在
す
る
も
の
に
対
し
て
支

給
す
る
。

二

災
害
派
遣
手
当
の
日
額
は
、
滞
在
し
た
期
間
及
び
利

用
施
設
の
区
分
に
応
じ
、
六
千
六
百
二
十
円
を
超
え
な

い
範
囲
内
で
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
。

（
災
害
派
遣
手
当
）

第
二
十
条

災
害
派
遣
手
当
は
、
災
害
対
策
基
本
法
（
昭

和
三
十
六
年
法
律
第
二
百
二
十
三
号
）
第
三
十
二
条
第

一
項
（
武
力
攻
撃
事
態
等
に
お
け
る
国
民
の
保
護
の
た

め
の
措
置
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
六
年
法
律
第
百
十

二
号
）
第
百
五
十
四
条
及
び
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等

対
策
特
別
措
置
法
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
三
十
一

号
）
第
四
十
四
条
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
職
員
で
、
住
所
又
は
居
所

を
離
れ
て
府
の
区
域
内
に
滞
在
す
る
も
の
に
対
し
て

支
給
す
る
。

二

災
害
派
遣
手
当
の
日
額
は
、
滞
在
し
た
期
間
及
び
利

用
施
設
の
区
分
に
応
じ
、
六
千
六
百
二
十
円
を
超
え
な

い
範
囲
内
で
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
。

１
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職員の退職管理に関する条例及び職員基本条例の一部を改正する条例（概要） 

総務部人事局人事課

■改正の理由 

条例に基づき退職管理を運用してきた中で、再就職規制等について、さらなる厳格化が求められていることを踏まえ、公務の公正性と透明性をより一層
確保するため。 

■改正の内容 
（１）職員が、再就職者からの要求又は依頼に応じて職務上の不正な行為をする（相当の行為をしない）ことを禁止する。（職員の退職管理に関する条例第

３条関係） 
（２）管理職又は勤続期間が20年以上の退職者に対し、退職後５年間、再就職先の名称等を届け出ることを義務付ける。（職員の退職管理に関する条例第７

条関係） 
（３）再就職禁止法人として、管理職又は勤続期間が20年以上の退職者が離職前５年間に携わった行政処分に関する事務についての職務に関係のある法人

を追加する。（職員基本条例第32条関係） 
（４）人材バンク制度を利用する場合等を出資法人等への再就職禁止の適用除外から削除するとともに、出資法人等への再就職について事前に知事の承認

を得るものとする。（職員の退職管理に関する条例第10条、職員基本条例第32条関係） 
（５）出資法人等の役員等の地位に知事が推薦する場合について、再就職のあっせん禁止の適用除外から削除する。（職員の退職管理に関する条例第11条、

職員基本条例第33条関係） 
（６）違反行為に係る人事監察委員会への通報について規定するとともに、通報者に不利益な取扱いを行うことを禁止する。（職員基本条例第35条、第40条

関係） 

■施行期日 
平成26年４月１日 
（職員、職員であった者及び再就職禁止法人に対して規制内容を周知する期間が必要なため） 

■政策アセスメント・制度間調整 

・大阪府人事監察委員会の意見聴取済 

・大阪地方検察庁に対して協議不要である旨確認済（内容変更ではないため） 

・職員基本条例に基づく出資法人等への再就職の禁止に関する規則の改正 

・大阪府人事監察委員会規則の改正 

・通報者が不利益取扱いを受けたときの措置等を定める新たな規則の制定 

・人事委員会が職員の退職管理に関する規則の改正を行う予定

１
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大阪府立学校条例の改正（概要） 

教育委員会事務局教育振興室支援教育課 

■改正の理由 

 ・平成21年１月策定の「『大阪の教育力』向上プラン」及び平成21年３月策定の「府立支援学校施設整備基本方針」に基づき、大阪府立泉南支援学校及

び大阪府立すながわ高等支援学校を設置するため、所要の改正を行う。 

 ・大阪府立泉南支援学校の開校に伴い、大阪府立佐野支援学校砂川校を閉校するため、所要の改正を行う。 

■改正の内容 

 ・大阪府立泉南支援学校、大阪府立すながわ高等支援学校の新設に伴う改正（別表第２関係） 

(1) 大阪府立泉南支援学校、大阪府立すながわ高等支援学校の項を追加する。 

(2) 大阪府立佐野支援学校砂川校の項を削除する。 

■施行期日 

 (1)については、平成26年１月１日 

 （理由）新校開校準備及び入学者選抜、入学者決定検査等の業務を行うため、平成26年１月１日付けで、管理職、教員を配置する必要があるため。 

 (2)については、平成26年４月１日 

 （理由）平成26年３月31日をもって大阪府立佐野支援学校砂川校を閉校するため。 

■政策アセスメント・制度間調整 

 ・大阪府立高等学校等の管理運営に関する規則（昭和32年教育委員会規則第４号）の一部改正 

 ・大阪府基金条例に基づく府の機関の指定（昭和55年大阪府告示第525号）の一部改正 

 ・予算執行機関の指定（昭和63年大阪府告示第471号）の一部改正 
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大
阪
府
条
例
第

号

大
阪
府
立
学
校
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

第
一
条

大
阪
府
立
学
校
条
例
（
平
成
二
十
四
年
大
阪
府
条
例
第
八
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で

示
す
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条

大
阪
府
立
学
校
条
例
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で

示
す
よ
う
に
改
正
す
る
。

附

則

こ
の
条
例
は
、
平
成
二
十
六
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
条
の
規
定
は
、

同
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

改
正
後

改
正
前

別
表
第
二
（
第
四
条
関
係
）

名

称

位

置

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
摂
津
支
援

学
校

（
略
）

大
阪
府
立
泉
南
支
援

学
校

泉
南
市
信
達
牧
野

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
と
り
か
い

高
等
支
援
学
校

（
略
）

大
阪
府
立
す
な
が
わ

高
等
支
援
学
校

泉
南
市
信
達
牧
野

（
略
）

（
略
）

別
表
第
二
（
第
四
条
関
係
）

名

称

位

置

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
摂
津
支
援

学
校

（
略
）

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
と
り
か
い

高
等
支
援
学
校

（
略
）

（
略
）

（
略
）

改
正
後

改
正
前

別
表
第
二
（
第
四
条
関
係
）

名

称

位

置

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
佐
野
支
援

学
校

（
略
）

（
略
）

（
略
）

別
表
第
二
（
第
四
条
関
係
）

名

称

位

置

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
佐
野
支
援

学
校

（
略
）

大
阪
府
立
佐
野
支
援

学
校
砂
川
校

泉
南
市
信
達
牧
野

（
略
）

（
略
）
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